


昭和町押原公園指定管理者募集要項



人工芝・天然芝グラウンド
管理棟、駐車場、照明設備、植栽等













令和８年１１月
都市整備課

目　次

	Ⅰ　指定管理者の募集について　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
Ⅱ　施設の概要　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
１　施設の名称
２　施設設置の目的・役割
３　基本的な運営方針
４　施設の所在地
５　管理施設等の概要
Ⅲ　関係法令　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
Ⅳ　指定管理者が行う業務の範囲等　・・・・・・・・・・・・・・・・・
１　業務の範囲
２　管理業務の範囲外の業務
３　その他
Ⅴ　管理業務を行う際の条件等　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
１　管理業務に要する経費
２　管理運営方針
３　管理の基準
４　指定管理者と町とのリスクの分担
５　その他管理業務を行うに当たって留意しなければならない事項
６　指定管理業務の継続が困難になった場合における措置に関する事項
７　事業計画及び事業報告
８　管理業務の状況把握及び評価
９　備品の帰属
10　調査
11　管理業務を実施するに当たっての注意事項
12　提供した資料の取扱い
13　情報セキュリティ対策
Ⅵ　指定期間　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
Ⅶ　申請の手続　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
１　申請の方法
２　申請者の備えるべき資格等
Ⅷ　申請に際しての留意事項　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
１　失格又は無効
２　申請内容の変更
３　著作権の帰属等
４　申請の辞退
５　費用の負担
６　情報公開
７　その他
Ⅸ　質問事項等　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
　１　受付期間
　２　記載事項
　３　留意事項
　４　回答期間・回答方法
Ⅹ　指定管理者の指定等　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
１　選定に当たっての審査方法等
２　指定管理者の指定方法
Ⅺ　指定管理者指定後の手続　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・
１　協定の締結
２　その他
Ⅻ　問い合わせ先　・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

	１
１





２
２



３













９
10


13







14




14


14


15




【資　料】
公園平面図
別紙１　指定管理業務に関する仕様書
別紙２　役割分担表
別紙３　審査の基準
資料１　押原公園の管理運営に関する協定書（基本協定案）
資料２　令和９年度における押原公園の管理運営に関する協定書（年度協定案）






14

押原公園指定管理者募集要項

Ⅰ　指定管理者の募集について
昭和町では、防災拠点としての機能を備えた都市公園である押原公園（人工芝・天然芝グラウンド、管理棟〔防災施設を含む。〕、倉庫〔防災備蓄倉庫を除く。〕、駐車場、照明設備等並びにこれに付帯する設備、植栽及び備品〔以下「管理施設等」という。〕）について、住民サービスのさらなる向上と管理運営の効率化を図るため、次のとおり指定管理者を募集します。

Ⅱ　施設の概要
	１　施設の名称
	押原公園（愛称：nanahoユナイテッドパーク押原）

	２　設置の目的・役割
	地域住民の癒しの空間として、災害時の活動の拠点となる防災施設として、さらには地域スポーツの拠点としての機能を併せ持った多目的な総合公園として、公共の福祉の増進に資することを目的に設置された都市公園法第２条第１項に定める都市公園です。

	３　基本的な運営方針
	押原公園は、地域住民のための公園です。スポーツ施設に関しては、地域住民の優先的な利用を確保しつつ、利用頻度の少ない時間帯を有効に活用することにより、その効用を最大限に発揮して、施設の適正な維持管理とサービスの向上を確保するものとします。

	４　施設の所在地
	山梨県中巨摩郡昭和町押越1500番地１

	５　管理施設等の概要
 (公園平面図参照)
	施設面積　７.９ha
・公園（芝生広場、遊具、ビオトープ、植栽等）
・人工芝・天然芝グラウンド
約19,380㎡（天然芝 10,100㎡、人工芝 9,280㎡）
・管理棟（防災施設を含む。）590㎡
・駐車場２か所
・トイレ、倉庫（防災・備蓄倉庫を除く。）
・照明設備
・上記に付帯する設備及び備品





Ⅲ　関係法令
　・地方自治法（昭和22年法律第67号。以下「法」といいます。）
・地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）
・都市公園法（昭和31年法律第79号）
・都市公園法施行令（昭和31年政令第290号）
・昭和町都市公園条例（平成４年昭和町条例第29号）
・昭和町都市公園条例施行規則（平成４年昭和町規則第18号）
・昭和町使用料徴収条例（昭和44年昭和町条例第８号）
・昭和町情報公開条例（平成13年昭和町条例第４号）
・個人情報の保護に関する法律（平成15年法律第57号）
・昭和町個人情報保護条例（平成17年昭和町条例第２号）
・昭和町行政手続条例（平成８年昭和町条例第11号）
・昭和町財務規則（平成19年昭和町規則第７号）
・昭和町文書管理規程（平成14年昭和町訓令第１号）
・その他業務に必要な法令

Ⅳ　指定管理者が行う業務の範囲等
１　業務の範囲
指定管理者が行う管理施設等の維持管理業務（以下「管理業務」といいます。）の範囲は、次のとおりとします。なお、管理業務の内容に関する細目的事項及び町と指定管理者との役割分担は、「別紙１　指定管理業務に関する仕様書」及び「別紙２　役割分担表」を参照してください。
（１）管理施設等の維持管理に関する業務
（２）管理施設等の適切な利用管理に関する業務
（３）その他管理上必要と認める業務
２　管理業務の範囲外の業務
指定管理者は、押原公園の設置目的に合致し、かつ、管理業務の実施を妨げない範囲において、自己の責任と費用により、自主事業を実施することができますので、施設の効用を最大限に発揮させる観点から、創意工夫を活かして積極的に事業の提案をしてください。この場合において、あらかじめ都市公園法第５条に基づく町長の許可が必要となる場合があります。
自主事業に関する留意事項は、次のとおりです。
（１）「自主事業」とは、昭和町使用料徴収条例で定める使用料以外の料金を徴収し、売上金を得るために指定管理者が実施する事業（例：イベント、物販等）を指します。なお、自主事業に要する経費に町が支払う管理料を充てることはできません。
（２）指定管理者が自主事業を実施する場合には、あらかじめ町と協議し、必要な許可を得なければなりません。町が許可した自主事業については使用料の支払いは不要です。また、自主事業が施設利用にふさわしくない場合は許可しない場合があります。
（３）事業計画書において提案された自主事業の可否については、町と協定を締結する際にあらためて協議するものとします。なお、提案された自主事業が認められない場合に、申請自体を辞退する恐れがある場合は、必ずその旨を事業計画書に明示してください。
３　その他
（１）行政財産の目的外使用許可に関する業務は町が行います。
（２）押原公園は、防災公園としての役割を担う施設であり、災害時の広域避難地、復旧・復興活動の拠点として管理棟に災害対策本部が設置され、これらの機能が最優先されます。また、指定管理者にも、昭和町災害対策本部の指揮の下、災害復旧活動への協力をしていただきます。
（３）人工芝・天然芝グラウンドは、昭和町地域防災計画による災害時のヘリコプターの離発着所、救援物資の集積所、応急仮設住宅の建設予定地等に位置づける予定となっていますので、ご留意願います。
（４）押原公園は、総合型地域スポーツクラブ「キャメリア」の活動拠点となっていますので、クラブの利用についてご配慮願います。

Ⅴ　管理業務を行う際の条件等
１　管理業務に要する経費
押原公園の管理業務に要する経費については、人工芝・天然芝グラウンド及び管理棟の利用者が納める利用料金、指定管理者が管理業務等の実施に伴い収受する収入及び町が支払う管理料により賄うこととなります。
（１）利用料金
ア　利用料金の収入等
管理施設等の利用者が納める利用料金は、指定管理者の収入とします。利用料金の額については、昭和町使用料徴収条例に対象となる施設、区分及び金額が定められています。
イ　利用料金の減免
利用料金については、あらかじめ町長の承認を得たうえで、指定管理者自らの判断により減免を行うことができます。また、昭和町使用料徴収条例第３条の規定による減免については、適用できるよう配慮してください。
（２）管理業務の実施に伴い指定管理者が収受する収入
管理業務を実施する中で、町以外からの助成金や寄附金収入など指定管理者が収受する収入については、指定管理者の収入となります。ただし、町の収入とすることを条件として収受するものは除きます。
（３）町が支払う管理料
ア　管理料算定の考え方
町は、管理業務に要する経費から利用料金収入見込額及び管理業務の実施に伴い指定管理者が収受する収入の見込額を差し引いた額を、指定管理者に管理料として支払います。管理料の額は、申請の際に提出のあった収支計画書において示された管理料の金額を上限として、町の予算額の範囲内で、協定において定めるものとします。
イ　参考額
令和８年度における管理料の当初予算の総額は、
	２２，０５０，０００円（消費税及び地方消費税を含む。）


ですので、これを目安に事業計画書を作成してください。
ウ　管理料の精算
協定により定めた管理料は、管理業務に要した経費及び利用料金その他の収入に増減があっても、原則として増額や減額はいたしません。ただし、管理施設等の効用の増加を目的とした改修で、町との協議により指定管理者が行うこととなったものについては、管理料に加算することとします。
エ　管理料の支払い
管理料は、年度ごとに町と指定管理者が協議して作成する支払計画書に従ってお支払いします。
オ　管理口座・区分経理
管理業務に係る収入及び支出については、独立した口座を設けて管理を行い、指定管理者としての業務に係る経理とその他の業務に係る経理を区分して整理してください。
２　管理運営方針
管理業務を行うに当たっては、「Ⅱ　施設の概要　３　基本的な運営方針」の内容を理解のうえ、遵守しなければなりません。なお、指定管理者には、創意工夫により利用者に対する質の高いサービスの提供に努めてください。
３　管理の基準
適正な管理の観点から必要不可欠である業務運営の基本的事項は、次のとおりです。なお、管理の基準に関する細目的事項は、協議のうえ協定で定めます。
（１）施設の利用時間及び休業日
利用時間及び休業日は、「別紙１　指定管理業務に関する仕様書」記載のとおりとしますが、指定管理者がサービスを提供するうえで必要があると認めるときは、条例に基づき、あらかじめ町長の承認を得て、利用時間及び休業日を変更することができます。
（２）法令等の遵守
「Ⅲ　関係法令」に記載した法令のほか、指定管理者が当然に適用を受ける法令、協定書、仕様書等を遵守し、管理業務を実施してください。
（３）管理運営目標の達成
施設では、次の管理運営目標を定めていますので、これが達成できるようにしてください。
・住民の平等な利用及びサービスの向上の確保に努めること。
・施設の設置目的に基づき管理施設等の効用を最大限に発揮すること。
・管理施設等の適正な維持管理及び経費を縮減すること。


（４）注意義務
指定管理者は、管理施設等を常に良好な状態を保つように管理するとともに、事故防止及び安全管理には、特段の注意義務をもってあたらなければなりません。
（５）サービスの向上
管理施設等を清潔に保つとともに、利用者に対するサービスの向上を図り、利用者の増加に努めることとします。また、各種トラブル、苦情等には、迅速かつ適切に対応することとします。
（６）管理施設等の適切な維持管理
管理業務を行うに当たっては、利用者が快適に管理施設等を利用できるよう、適切な維持管理を行ってください。なお、管理施設等の本来の効用を維持するために必要な修繕については、見積額が１件につき50万円以上（消費税及び地方消費税を含む。）のものについては、町の負担と責任において実施するものとし、１件につき50万円未満（消費税及び地方消費税を含む。）のものについては、管理料に当該経費が見込まれているものとし指定管理者が自己の負担と責任において実施するものとします。
また、管理施設等の効用の増進を目的とした改修については、町の負担と責任において実施するものとします。ただし、町の負担と責任において実施することとなる修繕や改修についても、管理業務と一体として実施することが適当と認められる場合は、町と指定管理者が協議のうえ指定管理者に実施させることができるものとし、詳細については、協定で定めます。（この場合の所要経費については、精算を行います。）
（７）管理施設等の使用許可
管理施設等の利用時間及び休業日の設定（設定しない場合は、「別紙１　指定管理業務に関する仕様書」記載のとおり。）や許可申請の期間を設定し、使用許可を行います。また、使用許可に当たっては、町民の利用に関し公平性を確保することとします。
（８）緊急時の対応
指定管理者は、管理施設等において利用者の被災や災害その他の事故等が発生した場合は、現場で対応する責任を有し、直ちに必要な措置を講ずるとともに、速やかに町に報告しなければなりません。
（９）管理業務の実施に伴い取得した情報の取扱い
指定管理者及び指定管理者が使用する者は、管理業務を行うことにより知り得た情報を他に漏らし、又は不当な目的のために利用してはなりません。また、指定管理者の指定の期間が満了し若しくは指定を取り消され、又は指定管理者が使用する者が管理業務に従事しないこととなった後においても同様とします。
（10）管理業務の実施に伴い取得した個人に関する情報の適正な取扱い
指定管理者は、個人情報の保護に関する法律及び昭和町個人情報保護条例の規定を遵守し、個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他の個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければなりません。また、管理業務に従事する者は、その業務に従事しなくなった後も含め、その業務に関して知り得た個人情報を他人に知らせ、又は不当に使用してはなりません。なお、個人情報の漏えい等の行為には、昭和町個人情報保護条例に基づく罰則が適用される場合があります。
（11）文書の管理・保存
管理業務を行うに当たり作成し、又、取得した文書、図画、写真及び電磁的記録等（以下「管理文書」といいます。）については、昭和町文書管理規程（平成14年3月22日訓令第1号）等を参考に、適正に管理・保存することとします。なお、指定管理者として作成した帳簿書類については、指定期間終了時に、町の指示に従って引き渡しを行っていただきます。
（12）行政手続法の適用
指定管理者が行う行政処分については、昭和町行政手続条例に基づいて行わなければならず、審査基準、標準処理期間及び処分基準を定めておかなければなりません。
（13）委託等の禁止等
管理業務を一括して第三者に委託することはできませんが、除草、清掃、警備といった個別の業務を第三者に委託することは可能です。ただし、この場合は、あらかじめ町長の承認が必要となります。なお、次の業務は、第三者に委託することはできません。
・管理施設等の使用許可等に係る業務
・関係機関、関係団体等との調整業務
・災害又は緊急時の対応業務
（14）町事業の優先と町施設としての協力
町の事業を管理施設等において実施しようとする場合は、優先的な予約などの協力を図っていただきます。また町の施策として人工芝・天然芝グラウンドについて、町民に対してそれぞれ月に１日の無料開放日を設けることとしますのでご協力願います。
（15）保険への加入
管理施設等に対する火災保険は、町が付保します。また、管理施設等そのもの欠陥による損害及びこれに起因する管理施設等内の事故等による損害は町の責任となりますが、管理施設等の管理瑕疵による損害は指定管理者の責任になりますので、損害賠償保険等必要な保険に加入していただきます。
（16）指定管理者名等の表示
当該管理施設等が指定管理者により管理運営されていることを示すため、指定管理者名と設置者としての町の連絡先を管理施設等内に表示するとともに、案内パンフレット等にも明記していただきます。
４　指定管理者と町とのリスクの分担
指定管理者と町とのリスクの分担は、原則として「別紙２　役割分担表」記載のとおりとします。


５　その他管理業務を行うに当たって留意しなければならない事項
（１）環境配慮の推進
管理業務の実施に当たっては、電気等エネルギーの効率的利用、廃棄物の発生抑制・適正処理、リサイクルの推進、環境負荷の低減に資する物品等の調達（グリーン購入）等、環境への配慮に努めていただくこととします。
（２）職員の採用
指定管理者は、職員を採用する場合には、本人の適性や能力以外の事項を条件にすることなく、幅広く応募できるよう配慮してください。
（３）人権への配慮
指定管理者は、公平な採用選考や人権研修の実施など、人権に配慮した業務遂行に努めてください。
（４）町内事業者と町内者の活用
管理業務を行うに当たって、人材の確保、業務委託の発注並びに物品の調達等について、可能な限り町民や町内事業者を活用し、地域経済の貢献に留意してください。
（５）管理施設等の現状変更
指定管理者が、管理業務を実施するために施設の新設又は管理施設等の増築、改築、移設、改造その他の現状変更（「３　管理の基準　（６）管理施設等の適切な維持管理」後段に該当するものを除く。）をしようとするときは、あらかじめ都市公園法に基づく町の許可を受けたうえで、指定管理者の負担で実施していただきます。なお、この場合、当該現状変更部分については、指定管理者は将来にわたってその権利を主張できないものとします。
６　指定管理業務の継続が困難になった場合における措置に関する事項
（１）指定管理者は、管理業務の継続が困難となった場合又はそのおそれが生じた場合には、速やかに町に報告しなければなりません。
（２）指定管理者の責めに帰すべき事由により指定管理者による適正な管理業務が困難となった場合又はそのおそれがあると認められる場合には、町は、指定管理者に対して改善勧告を行い、期間を定めて、改善計画書の提出及びその実施を求めるものとします。
（３）指定管理者が次の事由に該当するときは、町は法第244条の２第11項の規定により、その指定を取り消し、又は期間を定めて業務の全部又は一部の停止を命じることができます。
・指定管理者の責めに帰すべき事由により、協定に定めた事項を履行しないとき、又は履行できる見込みがないと認められるとき。
・財務状況が著しく悪化し、管理業務の遂行が困難と認められるとき。
・関係法令、条例、規則又は協定の規定に違反したと認められるとき。
・指定管理者の指定手続及び管理業務の実施に当たり、不正な行為があったとき。
・管理業務に関する町長の指示に従わないとき。
・管理業務に関して、町長が求めた報告を行わず、もしくは実地調査等を拒否又は妨害したとき。
・上記（２）において、指定管理者が当該期間内に改善計画書を提出せず、又は改善計画書に定められた事項を実施しなかったとき。
・著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者としてふさわしくないと認められるとき。
・その他、指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるとき
（４）上記（３）により指定管理者の指定が取り消され、又は業務停止となった場合に、町に損害が発生したときは、指定管理者は、町に生じた損害について賠償の責めを負うこととなります。なお、指定管理者に損害や追加費用などが生じても、町は賠償等を行いません。
（５）不可抗力その他町又は指定管理者の責めに帰することができない事由により管理の継続が困難となった場合は、町と指定管理者とは、管理の継続の可否について協議することとします。
（６）指定管理者は、指定期間が満了するとき（継続して指定管理者に指定されたときを除く。）又は指定が取り消されたときは、速やかに、管理施設等を原状回復（原状回復しないことについて町の承認を得たときは、この限りではありません。）して町に引き渡すとともに、町又は新たな指定管理者と十分に事務引き継ぎを行うこととします。
７　事業計画及び事業報告
（１）事業計画
指定管理者は、事業計画、人員配置計画、収支計画等を内容とする各事業年度の事業計画書を事前に提出し、町の承認を得てください。
（２）事業報告
指定管理者は、毎年度終了後１か月以内に、次の事項を記載した事業報告書を町に提出することとします。
・管理業務の実施状況
・管理業務に係る収支状況
・施設の利用状況
・その他町が必要と認める事項
８　管理業務の状況把握及び評価
（１）調整会議及びモニタリング
町と指定管理者は毎月、定例の調整会議を開催し、情報、問題、課題、改善点、修繕個所、運営状況等について協議し、町が必要と判断した場合、モニタリングを行う。
（２）是正勧告
モニタリングの結果、必要と認めるときは、町は、業務の改善等必要な指示を行います。なお、改善勧告等によっても改善が見られない場合及び指定管理者が行う管理業務の内容が「Ⅵ　管理業務を行う際の条件等　３　管理の基準」を満たしていないと判断した場合は、指定期間中でもその指定を取り消すことがあります。


（３）利用者の声の把握
指定管理者は、利用者の利便性の向上等を図るため、アンケート等により利用者からの意見、苦情等を把握し、その結果及び業務改善の状況について町に報告していただきます。
９　備品の帰属
（１）管理施設等の備品が、経年劣化等により管理業務の用に供することができなくなった場合は、当該備品と同等の機能及び価値を有するものの見積額が１件につき50万円（消費税及び地方消費税を含む。）未満のものについては、管理料に当該経費が見込まれているものとし、指定管理者の負担で購入又は調達していただきます。
（２）（１）により購入又は調達した備品の所有権は、その備品を町に寄付していただくことにより町に帰属するものとします。
10　調査
町は、法第244条の２第10項の規定により、指定管理者の管理する施設の適正を期するため、必要があると認めるときは、指定管理者に対して管理業務又は経理の状況に関し報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示を行います。また、町の監査委員等が町の事務を監査するために必要があると認める場合は、指定管理者に対し出頭を求め、実地に調査し、又は帳簿書類その他の記録の提出を求められる場合があります。
11　管理業務を実施するに当たっての注意事項
（１）指定管理者が、管理業務に関する規程、要綱等を作成する場合は、町と事前に協議することとします。
（２）協定に定めのない事項については、町と協議することとします。
12　提供した資料の取扱い
町が提供した資料等は、応募に関する検討以外の目的で使用することを禁じます。また、この検討の目的の範囲内であっても、町の承諾を得ることなく、第三者に対しこれを使用させ、又は内容を提示することを禁じます。
13　情報セキュリティ対策
情報セキュリティ対策の抜本的強化を講じ、最悪の事態備えた『多層化防御』等強靭化された管理対策を行うこととします。

Ⅵ　指定期間
・指定期間は、令和９年４月１日から令和１４年３月３１日までの５年間を予定しています。
・指定期間は、議会の議決後、正式に指定期間となります。
・指定期間の途中であっても、町は、公の施設の管理の適正を期するため行った必要な指示に指定管理者が従わないときその他当該指定管理者による管理を継続することが適当でないと認めるときは、法第244条の２第11項の規定に基づき、指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部の停止を命ずる場合があります。
Ⅶ　申請の手続
１　申請の方法
（１）提出書類
申請に当たっては、次の書類を町に提出していただきます。なお、町が必要と認める場合は、追加資料の提出を求めることがあります。
ア　指定管理者指定申請書（様式第１号）
イ　施設の管理運営に係る事業計画書（様式第３号）
・法人等の概要及び職員の状況等
・専門分野別スタッフ構成
・基本方針等（指定管理者の指定を申請した理由、施設の管理運営を行うにあたっての基本方針等）
※施設の設置目的と管理運営目標の達成に向けた取り組みを踏まえて記載してください。
・事業の実施計画
・地域や関係機関との連携
・施設の安全管理
・利用者への対応（接客、苦情処理、利用指導、利用者ニーズの捉え方について記入してください。）
・利用者(特に町民)増への取り組み
・町民参加、町民協働に対する考え方
・自主事業の運営（管理施設等における自主事業の管理運営計画等）
・過去の事業実績
ウ　収支計画書
（ア）指定期間内の収支計画
施設の管理運営に関する業務と自主事業の実施に関する業務に分けて、次の計画を提出してください。
・利用人員予測
・収支計画
・収入については、利用料金収入の見込額、管理料見積り見込額及びその他の収入の見込額を計上してください。
・支出については、管理費（人件費含む）及び事業費として所要額を計上してください。
（イ）利用料金に関する考え方
施設の利用料金の額については、昭和町使用料徴収条例で定められている額とします。
（ウ）施設の管理運営に係る令和９年度収支予算案
町から支出する管理料の基礎となる管理運営の必要経費及び収入見　込額について算出し、提案してください。提案される収支計画については、経費の縮減が図られ、かつ収支が適正でバランスがとれている必要があります。
エ　管理運営体制
・組織図
・人員体制（組織図に記載された職員全ての雇用関係、勤務体制（勤務時間、休日設定など）、職務分担及び職務内容を示すこと。）
・人員配置計画等（責任体制（責任者の常駐の有無等）、執行体制（経理・管理、苦情処理、安全管理、職員ローテーション等）、有資格者・経験者の配置状況等）
・人材育成方針及び研修計画
・現に従事している職員の雇用についての考え方
・業務の一部について第三者への委託を予定している場合はその項目予定金額、委託先選定方法などを含めた外部委託の考え方
オ　その他
・緊急時の体制及び対策・防災対策
・不審者、悪戯、暴走行為等への対策
・人材の育成計画
・諸規程の整備（就業、給与、決裁、会計及び個人情報の取り扱い、情報公開への対応等）
・環境への配慮
・円滑な業務引継に向けての計画
・特記事項（その他、施設の設置目的を効果的、効率的に達成する方法についての提案等）
カ　その他の書類
（ア）法人等の定款又はこれに準ずるもの
定款のない団体にあっては、団体の規約等（団体の目的、事務所、資産に関する規定、代表者の任免に関する規定等を記載した書類）及び代表者の身分証明書を提出してください。
（イ）法人の登記事項証明書
申請日前３か月以内に取得したものを提出してください。登記のない法人の場合は、名称及び本店又は主たる事業所の所在地を証明する書類を提出してください。
（ウ）印鑑証明
申請日前３か月以内に取得したものを提出してください。
（エ）法人等の決算関係書類
過去３か年分の事業報告書、貸借対照表、損益計算書その他これらに準ずる書類を提出してください。
（オ）法人等の予算関係書類
直近の会計年度の事業計画書及び収支予算書を提出してください。
（カ）団体概要書（様式第４号）
設立趣旨、事業内容のパンフレット等法人等の概要がわかる資料があれば、あわせて提出してください。
（キ）役員名簿（役職、氏名、現住所及び生年月日を記載したもの。）
（ク）国税又は地方税に未納がないことの証明書、消費税及び地方消費税の納税証明書
（ケ）誓約書（様式第５号）
申請者の備えるべき資格及び申請書等の記載事項に関する誓約書を提出してください。虚偽の申請であることが判明した場合は、指定期間中であっても指定の取消しとなる場合があります。
（２）提出部数
正本１部と副本９部を提出してください。
（３）提出期間等
申請書類の提出は、令和８年１２月２１日(月)までの土・日曜日を除く午前９時から午後５時までに持参又は郵送（必着）でお願い致します。
【提出先】〒409－3880　昭和町押越542番地２
昭和町役場都市整備課公園住宅管理係　
電話：055－275－8413　　FAX：055－275－5250
（４）審査書類の受付
必要な書類がすべて揃っている場合に限り、書類申請を受理します。なお、受付完了までに形式検査を行うため、一定の時間を要します。
（５）プレゼンテーション審査
① プレゼンテーション審査に関する連絡　令和９年２月上旬を予定
② プレゼンテーション審査　　　　　　　令和９年２月中旬を予定
（６）選定通知結果
令和９年２月下旬を予定
２　申請者の備えるべき資格等
指定管理者の指定を受けるための申請ができるのは、次に掲げる要件のすべてに該当するものに限ります。
（１）県内に本店（本社）又は、支社（支店）、営業所等を有する法人等に限る。
（２）法第244条の２第11項の規定による指定の取消しを受けていないこと。
（３）地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当していないこと。
（４）会社更生法（平成14年法律第154号）、民事再生法（平成11年法律第225号）等の規定により更正又は再生手続を行っていないこと。
（５）暴力団（暴力団による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又はその構成員（暴力団の構成団体の構成員を含む。）若しくは暴力団の構成員でなくなった日から５年を経過しない者の統制の下になく、その利益となる活動等を行っていないこと。
（６）理事その他の役員に破産者、法律行為を行う行為を行う能力を有しない者又は禁錮以上の刑に処せられている者がいないこと。
（７）理事その他の役員に町の特別職及び一般職の職員が就任していないこと。
（８）町が行う建設工事の請負又は物品・役務の提供若しくは製造の請負の指名競争入札の指名停止措置を受けていないこと。
（９）申請を行う年度の前年度において国税、地方税等の未納がないこと。
（１０）複数の団体がグループを構成して応募する場合（以下「グループ応募」という）は、団体全てが申込み時において山梨県内に本社又は支店、営業所等を有する（※注1）ものに限る。なお、この場合代表団体を定めるとともに、代表団体はグループにおける責任割合が最大であることが必要です。
　※注１「山梨県内に本社又は支店、営業所等を有する」とは、山梨県内にある本　　　社又は支店、営業所等に正社員が常駐し、事業の実態があることを条件とする。
（１１）単独で応募した団体は、グループ応募の構成員となること及びグループ応募の構成員である団体が他のグループ応募の構成員となることはできません。

Ⅷ　申請に際しての留意事項
１　失格又は無効
次の事項に該当する場合は、失格又は無効となる場合があります。
（１）申請書の提出方法、提出先、提出期限などが守られなかったとき。
（２）記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないとき。
（３）申請者が記載すべき事項以外の内容が記載されているとき。
（４）虚偽の内容が記載されているとき。
（５）その他不正の行為があったとき
２　申請内容の変更
事業計画書等の記載事項の変更をする場合には、申請書の提出期限前に事業計画書等記載事項変更届（様式第９号）により、記載事項変更の届出をしてください。なお、提出期限後は、提出された書類の内容を変更することはできません。
３　著作権の帰属等
事業計画書等の著作権は、申請者に帰属します。ただし、町は、指定管理者の決定の公表等必要な場合には、事業計画書等の内容を無償で利用できるものとします。なお、提出された書類は理由の如何に関わらず返却しません。また、申請書類は、必要に応じ複写します。（使用は、庁内及び指定管理者選定委員会の検討に限ります。）
４　申請の辞退
申請書類を提出した後に辞退する際には、指定管理者申請辞退届（様式第10号）を提出してください。
５　費用の負担
申請に要する経費は、すべて申請者の負担とします。
６　情報公開
申請書類は、昭和町情報公開条例に基づく開示請求により、個人に関する情報等非公開とすべき箇所を除き、公開されることがあります。
７　その他
（１）指定申請書等の様式
指定申請書等の提出書類は、日本工業規格のＡ４（官公署の発行する証明書等やむを得ないものは除く。）の大きさとします。提出書類のアからカの順序に従いファイル等に綴じて提出してください。
（２）言語、通貨、単位等
指定申請書等に用いる言語及び通貨の単位は、日本語、日本円、日本の標準時及び計量法(平成４年法律第51号)に定める単位に限ります。


Ⅸ　質問事項
　　　様式に必要事項を記載し、昭和町役場都市整備課に持参、郵送又はファックス、メールで行ってください。質問は電話や口頭で対応できません。
１　受付期間
令和８年１１月２日(月)から令和８年１２月４日(金)の午前９時から午後５時まで。※ファックス、メールについての受付時間は期間中、随時とします。
２　記載事項
質問事項、団体名、電話番号、担当者氏名
３　留意事項
質問事項は募集要項及び仕様書に関する事項とし、件名に「指定管理者募集要項に関する質問」と記述してください。
４　回答期間・回答方法
令和８年１２月１４日（月）までに回答の内容について、ファックス、又はメールにて対応いたします。

Ⅹ　指定管理者の指定等
１　選定に当たっての審査方法等
（１）指定管理者選定委員会を設置し、昭和町公の施設の指定管理者の指定手続等に関する条例(平成18年昭和町条例第29号)第４条各号の選定基準をより具体化した審査基準その他の審査方法を定め、これに基づき、申請内容を総合的に審査します。
（２）選定基準ごとの審査項目、内容及び配点は「別紙３　審査の基準」のとおりです。
（３）審査においては、総合得点の最も高い提案をした応募者を最優秀提案として、事業契約に向けての優先交渉権者とし、また、次点を優秀提案者とし、次選交渉者として順位を付して選出します。
（４）選定委員会の会議は非公開としますが、選定後は、審査内容の概要を公表します。
２　指定管理者の指定方法
指定管理者の候補者として選定された団体については、法の規定に基づき、指定管理者として指定する議案を町議会に提出し、議決後、指定管理者として指定します。なお、指定後速やかに、町広報、HP等において公表します。

Ⅺ　指定管理者指定後の手続
１　協定の締結
業務内容や管理の基準に関する細目的事項、管理業務に要する経費を賄うための管理料に関する事項について、指定管理者と町との間で協議のうえ協定を締結するものとします。協定の内容については、「資料１　押原公園スポーツ施設等の管理運営に関する協定書（基本協定案）」及び「資料２　令和９年度における押原公園の管理運営に関する協定書（年度協定案）」を参考にしてください。


２　その他
（１）指定管理者が正当な理由なくして協定の締結に応じない場合は、指定管理者の議決後においても指定管理者の指定を取り消すことがあります。
（２）指定管理者が協定の締結までに次に掲げる事項に該当するときは、その指定を取り消し、協定を締結しないことがあります。
ア　指定管理者が、「Ⅶ　申請の手続　２　申請者の備えるべき資格等」各号に掲げる要件を欠くこととなったとき。
イ　指定管理者の経営状況の急激な悪化等により、管理業務の履行が確実でないと認められるとき。
ウ　著しく社会的信用を損なう等により、指定管理者として不適当と認められるとき。

Ⅻ　問い合わせ先
　　昭和町役場　都市整備課　公園住宅管理係　志村
　　住所：〒409-3880　昭和町押越542番地２
　　電話：055-275-8413（直通）　　FAX：055-275-5250
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